
 

 

 

 

 
水 道 事 業 会 計 予 算 書 



 

 

議案第６号 

 

令和５年度那須烏山市水道事業会計予算について 

 

令和５年度那須烏山市水道事業会計予算を次のとおり定めることについて、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第２号の規定により議会の議決を

求める。 

 

令和５年２月２８日提出 

 

那須烏山市長 川 俣 純 子 

 

令和５年度那須烏山市水道事業会計予算 

 

 （総 則） 

第１条 令和５年度那須烏山市の水道事業会計予算は、次に定めるところによる。  

 

 

 （業務の予定量）  

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。  

 （１）給 水 戸 数                    １０，１５９ 戸 

 （２）年 間 総 給 水 量                      ２，４６７，２７８ ｍ３ 

 （３）一日平均給水量                   ６，７６０ ｍ３  

 （４）主要な建設改良事業（上水道整備費）      ２２９，７２４ 千円 

 

 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。  

            収         入 

 第１款 水 道 事 業 収 益                      ６２８，９４９ 千円 

  第１項 営 業 収 益                     ５６７，３５８ 千円 

  第２項 営 業 外 収 益                      ６１，５８８ 千円 

    第３項  特 別 利 益                           ３ 千円 

            支         出 

 第１款 水 道 事 業 費 用                     ５６６，１６１ 千円 

  第１項 営 業 費 用                    ５２２，０７７ 千円 

  第２項 営 業 外 費 用                     ４３，０８３ 千円 

    第３項  特 別 損 失                                      １  千円 

  第４項 予 備 費                      １，０００ 千円 

  



 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が 

 資本的支出額に対し不足する額２９４，０９８千円は、当年度分消費税等資本的 

収支調整額１８，５２９千円、建設改良積立金１００,０００千円及び引継金

１７５,５６９千円で補てんするものとする。） 

               収        入 

 第１款 資 本 的 収 入                     １５４，９６９ 千円 

第１項 企   業   債            １２０，０００ 千円 

  第２項 出 資 金                     １９，０３５ 千円 

  第３項 負 担 金                      ４，４３４ 千円 

  第４項 国 庫 補 助 金                     １１，５００ 千円 

               支        出 

 第１款 資 本 的 支 出                     ４４９，０６７ 千円 

  第１項 建 設 改 良 費                    ２２９，８７５ 千円 

  第２項 企 業 債 償 還 金                    ２１８，１９２ 千円 

第３項 予 備 費                      １，０００ 千円 

 

 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと 

定める。 

 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

水道施設 

整備事業 

 

 千円 

 

 

120,000 

 

 

 

 

普通貸借 

又は 

証券発行 

 

2.5％以内 

(ただし、利率見直

し方式で借り入れ

る資金について、利

率の見直しを行っ

た後においては、当

該見直し後の利率) 

政府資金その他借入

先の融資条件によ

る。ただし、財政の

都合により据置期間

及び償還期限を短縮

し、若しくは繰上償

還又は低利に借換す

ることができる。 

 

 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。 

 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり 

 と定める。 

（１）営業費用及び営業外費用の間の流用 



 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に 

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を 

経なければならない。 

 （１）職 員 給 与 費                ５８，３１２ 千円 

 

 

 （たな卸資産購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、６，３０４千円と定める。 
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１　実 施 計 画

款 項 目 予定額 備　　　考

１水道事業収益 628,949

１営業収益 567,358

１給水収益 557,612 水道料金の収入予定額

２受託工事収益 1
給水装置の新設及び修繕の受託
工事による収入

３その他の営業収益 9,745
材料売却収益、手数料、他会計
負担金

２営業外収益 61,588

１受取利息及び
　配当金

18 預金利息

２他会計補助金 2,911
簡易水道事業債の利子償還金に
係る一般会計からの繰入金等

３長期前受金戻入 58,534
補助金・負担金等により取得し
た固定資産の減価償却費戻入

４消費税還付金 1

５雑収益 124 土地使用料等

３特別利益 3

１過年度損益修正益 1

２その他特別利益 2
賞与引当金戻入益、貸倒引当金
戻入益

令和５年度那須烏山市水道事業会計予算実施計画

（単位：千円）

収　　　　　　　　　　　　　　　入

収 益 的 収 入 及 び 支 出 （消費税含む）



款 項 目 予定額 備　　　考

１水道事業費用 566,161

１営業費用 522,077

１原水及び浄水費 112,034 取水、滅菌設備の維持管理費

２配水及び給水費 60,625
配水池、配水管、その他送配水
に係る設備及び給水装置に附属
する量水器等の維持管理費

３受託工事費 3
給水装置の新設及び修繕の受託
工事に要する費用

４総係費 89,893
事業活動全般に関する費用、料
金の調定及びその他の業務に係
る経費

５減価償却費 257,820
地方公営企業法施行規則第13
条、第15条の規定による償却額

６資産減耗費 1,701
固定資産の除却費及びたな卸資
産の減耗費

７その他営業費用 1 材料売却原価

２営業外費用 43,083

１支払利息及び
　企業債取扱諸費

27,306 企業債利息、一時借入金利息

２消費税 15,577 消費税及び地方消費税納付金

３雑支出 200 過年度水道料金還付金等

３特別損失 1

１過年度損益修正損 1

４予備費 1,000

１予備費 1,000

（単位：千円）

支　　　　　　　　　　　　　　　出



款 項 目 予定額 備　　　考

１資本的収入 154,969

１企業債 120,000

１企業債 120,000

２出資金 19,035

１他会計出資金 19,035
簡易水道事業債の元金償還金に
係る一般会計からの繰入金

３負担金 4,434

１加入金 3,333 新設等加入金

２他会計負担金 1,101 消火栓設置工事負担金等

４国庫補助金 11,500

１国庫補助金 11,500 生活基盤施設耐震化等補助金

款 項 目 予定額 備　　　考

１資本的支出 449,067

１建設改良費 229,875

１上水道整備費 229,724 水道施設及び配水管整備事業費

２固定資産購入費 151 新設に伴う量水器購入費等

２企業債償還金 218,192

１企業債償還元金 218,192 企業債償還元金

３予備費 1,000

１予備費 1,000

収　　　　　　　　　　　　　　　入

（単位：千円）

支　　　　　　　　　　　　　　　出

（単位：千円）

資 本 的 収 入 及 び 支 出 （消費税含む）



      （単位：千円）

１資本的支出 １建設改良費 １上水道整備費 197,128 3,000

66,000

22,000

60,170

3,300

7,700

14,080

13,200

2,178

5,500

197,128

248

○大金・田野倉地内配水管更新工事

○向田地内配水管更新工事

○中山地内配水管布設替工事

○小木須地内添架管布設替工事

事　　業　　名

○こぶし台地内配水管布設替工事

○三箇浄水場１号送水ポンプ取替工事

○落合橋水道管添架工事

○熊田減圧弁取替工事

２  建 設 工 事 一 覧 表

実施
計画書
ページ

款 項

○不断水バルブ設置工事

合　　　　　　計

目 金　　額

○リバーサイド野上団地舗装本復旧工事



３　予定キャッシュ・フロー計算書

（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 45,547,119

減価償却費 257,819,481

賞与引当金の増減額 161,000

貸倒引当金の増減額 28,178

長期前受金戻入額 △ 58,534,112

受取利息及び配当金 △ 18,000

支払利息 27,197,625

未収金の増減額 194,846

未払金の増減額 3,484,400

小計 275,880,537

利息及び配当金の受取額 18,000

利息の支払額 △ 27,197,625

業務活動によるキャッシュ・フロー 248,700,912

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 208,990,400

国庫補助金収入 10,454,546

水道加入金収入 3,030,000

消火栓設置工事負担金収入 1,000,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 194,505,854

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 120,000,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 218,191,869

他会計からの出資による収入 18,129,516

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 80,062,353

　　資金に係る換算差額 0

　　資金増減額 △ 25,867,295

　　資金期首残高 891,524,921

　　資金期末残高 865,657,626

令和５年度　那須烏山市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）



４．給　与　費　明　細　書

１  一  般  職
（１） 総  括 (単位:千円）

職員数

  （人）

本年度
損益勘定
支弁職員 8(1) 10,111

前年度
損益勘定
支弁職員 8(1) 9,844

比　較
損益勘定
支弁職員 267

※( )内は短時間勤務職員

本年度 1,656 300 449 2,400 368 6,854 5,461

前年度 1,656 300 449 2,375 429 6,754 5,126

比　較 25 △ 61 100 335

　ア　会計年度任用職員以外の職員 (単位:千円）

職員数

  （人）

本年度
損益勘定
支弁職員 7

前年度
損益勘定
支弁職員 7

比　較
損益勘定
支弁職員

本年度 1,656 300 449 2,400 344 6,446 5,461

前年度 1,656 300 449 2,375 405 6,359 5,126

比　較 25 △ 61 87 335

　イ　会計年度任用職員 (単位:千円）

職員数

  （人）

本年度
損益勘定
支弁職員 1(1) 461

前年度
損益勘定
支弁職員 1(1) 404

比　較
損益勘定
支弁職員 1(1) 57

※( )内は短時間勤務職員

本年度 24 408

前年度 24 395

比　較 13

職
員
手
当
の
内
訳

区  分 扶  養

職
員
手
当
の
内
訳

区  分 時間外 通  勤 期  末 合  　　　計

432

419

13

2,040 432

区  分
給             与              費

通  勤 期  末 勤  勉
管理職員
特別勤務

2,472 2,933

区  分
給      料 職員手当 計

区  分

職
員
手
当
の
内
訳

426 386 812

通  勤 期  末

共済費 合      計

17,056 45,729

28,247 16,670 44,917

9,650 55,379

9,440 54,357

28,673

備考
報     酬 給      料 職 員 手 当 計

16,670

386

住  居 管理職 時間外 日  直

備考

30,219

494

17,089

399

47,308

893

職 員 手 当 計

48,201

給             与              費

17,48830,713

1,160

58,312

57,152

共済費 合      計
報     酬 給      料

勤  勉
管理職員
特別勤務 合  　　　計

17,488

区  分 扶  養 住  居 管理職 時間外 日  直

210 1,022

17,089

399

給             与              費
共  済  費 合      計 備      考

1,972 419 2,391 2,795

68 13 81 138

合  　　　計

17,056



（２） 給料及び職員手当の増減額の明細 (単位:千円）

区  分

給料

時間外手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

　ア　 会計年度任用職員以外の職員 (単位:千円）

区  分

給料

時間外手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

　イ　 会計年度任用職員 (単位:千円）

区  分

給料

職員手当 その他の増減分 期末手当13 13

426

職
　
員
　
手
　
当

68

その他の増減分 426

増　減　額 増　減　事　由　別　内　訳 説　　　　　明 備　　　　　考

386 その他の増減分 386
△ 61

87

335

増　減　額 増　減　事　由　別　内　訳 説　　　　　明

その他の増減分 494

備　　　　　考

494

職
　
員
　
手
　
当

399 その他の増減分 399

25

335

増　減　額 増　減　事　由　別　内　訳 説　　　　　明 備　　　　　考

△ 61

100

25

13

その他の増減分68



（３） 給料及び職員手当の状況

    ア  職員一人当りの給与

    イ  初任給      (単位:円）

    ウ  級別職員数 (単位:人、％）

職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比

7 1 14.2

6

5 2 28.6

4 2 28.6

3 1 14.3

2 1 14.3

1

計 7 100.0

7 1 14.2

6

5 2 28.6
4 2 28.6

3 1 14.3

2

1 1 14.3
計 7 100.0

     級別の標準的な職務内容

区                     分 一般行政職 技能労務職 教   育   職
企 業 職

一般行政職 技能労務職

令和5年4月1日

平 均 給 料 月 額
（ 円 ） 339,400

平 均 給 与 月 額
（ 円 ） 400,321

平均年齢（歳.月） 44.07

令和4年4月1日

平 均 給 料 月 額
（ 円 ） 334,900

平 均 給 与 月 額
（ 円 ） 396,083

平均年齢（歳.月） 43.09

※再任用職員は除く

区 　   分 一般行政職(本年度） 一般行政職(前年度）

高　校　卒 154,600 150,600

短　大　卒 164,100 160,100

大　学　卒 175,300 171,700

区分 級
一般行政職 技能労務職 教   育   職 企 業 職

一般行政職 技能労務職

令 和 5 年 4 月 1 日
現 在

令 和 4 年 4 月 1 日
現 在

※再任用職員は除く

区       分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

職       名
主　事
技　師

主　任 主　査 係　長
課長補佐
副主幹 主　幹

参　事
課　長



    エ  昇　給

7

7

100.0%

7

7

100.0%

    オ  期末手当・勤勉手当

    カ  定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

    キ  その他の手当

区        分 合   計 一般行政職 技能労務職 教   育   職
企 業 職

一般行政職 技能労務職

本年度

職員数(A)（人） 7
昇給に係る
職員数 (B)（人） 7

比 率 (B)/(A) 100.0%

前年度

職員数(A)（人） 7
昇給に係る
職員数 (B)（人） 7

比 率 (B)/(A) 100.0%
※再任用職員は除く

区　　分
支  給  期  別  支  給  率 支給率計

（月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置 備           考

６月（月分） １２月（月分）

本 年 度 2.200 2.200 4.400 有

国の制度 2.200 2.200 4.400 有

前 年 度 2.150 2.150 4.300 有

区　　分
２０年勤続の者

（月分）
２５年勤続の者

（月分）
３５年勤続の者

（月分）
最  高  限  度

（月分）
その他の

加算措置等
備  考

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.70900 47.70900
国 の 制 度
（ 支 給 率 等 ） 24.586875 33.27075 47.70900 47.70900

区　　分
国の制度との
異　　　　同

差  異  の  内  容

扶養手当 同   じ

住居手当 同   じ

通勤手当 同   じ



５　令和５年度　予定貸借対照表

（令 和 6 年 3 月 31 日）

（単位：円）

　１　固定資産

　（１）有形固定資産

　　　イ  土地 90,111,604

　　　ロ  建物 628,726,344

　　　　　減価償却累計額 △ 428,948,686 199,777,658

　　　ハ  構築物 9,909,049,939

　　　　　減価償却累計額 △ 5,985,537,413 3,923,512,526

　　　ニ　機械及び装置 2,591,158,931

　　　　　減価償却累計額 △ 1,921,059,298 670,099,633

　　　ホ　車両及び運搬具 1,249,522

　　　　　減価償却累計額 △ 1,187,046 62,476

　　　ヘ　工具器具及び備品 7,893,712

　　　　　減価償却累計額 △ 6,073,478 1,820,234

　　　ト　建設仮勘定 17,240,000

　　　　有形固定資産合計 4,902,624,131

　（２）無形固定資産

　　　イ　電話加入権 165,026

　　　　無形固定資産合計 165,026

　　　　固定資産合計 4,902,789,157

　２　流動資産

　（１）現金預金 865,657,626

　（２）未収金

      イ　営業未収金 5,211,416

　　　　　貸倒引当金 △ 299,144 4,912,272

　（３）貯蔵品 470,575

　（４）前払費用 278,002

　（５）その他流動資産 1,300,000

　　　　流動資産合計 872,618,475

　３　繰延資産 0

　　　　資産合計 5,775,407,632

令 和 ５ 年 度　那 須 烏 山 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

資 　　産　　 の　　 部



　４　固定負債

　（１）企業債

1,226,517,023

　　　　企業債合計 1,226,517,023

　　　　固定負債合計 1,226,517,023

　５　流動負債

　（１）企業債

216,039,201

　　　　企業債合計 216,039,201

　（２）未払金

      イ　営業未払金 5,000,000

      ロ　営業外未払金 14,918,300 19,918,300

　（３）引当金

      イ　賞与引当金 4,752,000

　　　　引当金合計 4,752,000

　（４）その他流動負債 2,000,000

　　　　流動負債合計 242,709,501

　６　繰延収益

        長期前受金 2,233,058,312

　　　　長期前受金収益化累計額 △ 1,410,789,715

        繰延収益合計 822,268,597

　　　　負債合計 2,291,495,121

　７　資本金 2,978,260,101

　８　剰余金

　（１）資本剰余金

      イ　受贈財産評価額 171,600 171,600

　（２）利益剰余金

      イ　建設改良積立金 359,933,691

      ロ　当年度未処分利益剰余金 145,547,119

　　　　利益剰余金合計 505,480,810

　　　　剰余金合計 505,652,410

　　　　資本合計 3,483,912,511

　　　　負債資本合計 5,775,407,632

負　　 債　　 の　　 部

      イ　建設改良費等の財源に
　　　　　充てるための企業債

      イ　建設改良費等の財源に
　　　　　充てるための企業債

資 　　本　　 の　　 部



注 記 

Ⅰ．重要な会計方針 

  １ 資産の評価基準及び評価方法 

    たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    ・貯蔵品 先入先出法による原価法 

２ 固定資産の減価償却の方法（リース資産を除く。） 

   （1）有形固定資産 

    ・減価償却の方法   定額法による。 

    ・主な耐用年数 

     建物        ３８年 

     構築物       ２５年～６０年 

     機械及び装置    １０年～２０年 

     車両運搬具     ４年～５年 

     工具、器具及び備品 ５年 

  ３ 引当金の計上方法 

    (1)賞与引当金 

      職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

当年度の負担に属する額を計上している。（期末勤勉手当に係る法定福利費を含む。） 

    (2)貸倒引当金 

      債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、破産更

生債権等についてはその全額を、回収不能見込額として計上している。 

    (3)退職給付引当金 

      職員の退職手当の支給に備えるため、退職事務組合に加入し負担金として対応しており、

将来的に追加負担が見込まれないため計上しない。ただし、追加的に引当の必要が生じると

見込まれる場合には、状況に応じ積み立てることとする。 

  ４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定の 

ものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は 78,328,869 円である。（南那須

地区 20,359,760円、七合地区 36,003,566円、境地区 21,965,543円） 

 

 



２ リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準 

じた会計処理によっている。 

     

未経過リース料 

・公用車 

   車番 宇都宮 480 せ 1920    32,631円 

   車番 宇都宮 480 た 1195  898,196円 

 

３ 賞与引当金の取崩し 

    令和５年度において、期末勤勉手当の支給及び共済費を支出するため、賞与引当金 4,591千円

を取り崩した。 

   

４ 貸倒引当金の取崩し 

    令和５年度において、不納欠損による損失のため、貸倒引当金 271千円を取り崩した。 

 

Ⅲ．その他の注記 

  新会計基準移行に係る経過措置 

  １ みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

    平成 26年 3月 31日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本 

剰余金として整理している額については、平成 26年 3月 31日以前に取得又は改良した資産 

で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除いたすべ 

ての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を 

対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。 



６　令和４年度　予定損益計算書

令 和 ４ 年 度  那 須 烏 山 市 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）

（単位：円）

　１ 営業収益

　　（１）給水収益 450,927,276

　　（２）受託工事収益 0

　　（３）その他の営業収益 5,087,318 456,014,594

　２ 営業費用

　　（１）原水及び浄水費 95,217,047

　　（２）配水及び給水費 55,221,292

　　（３）受託工事費 0

　　（４）総係費 86,170,525

　　（５）減価償却費 262,064,446

　　（６）資産減耗費 7,000,000

　　（７）その他営業費用 0 505,673,310

          営業利益 △ 49,658,716

　３ 営業外収益

　　（１）受取利息及び配当金 38,000

　　（２）他会計補助金 74,979,458

　　（３）長期前受金戻入 59,080,446

　　（４）雑収益 30,910,750 165,008,654

　４ 営業外費用

　　（１）支払利息及び企業債
          取扱諸費

32,583,103

　　（２）雑支出 9,339,004 41,922,107 123,086,547

          経常利益 73,427,831

　５ 特別利益

　　（１）固定資産売却益 104,293

　　（２）その他特別利益 338,813 443,106

　６ 特別損失

　　（１）過年度損益修正損 0 443,106

          当年度純利益 73,870,937

          前年度繰越利益剰余金 0

　　　　　その他未処分利益剰余金変動額 200,000,000

          当年度未処分利益剰余金 273,870,937



７　令和４年度　予定貸借対照表

（令 和 5 年 3 月 31 日）

（単位：円）

　１　固定資産

　（１）有形固定資産

　　　イ  土地 90,111,604

　　　ロ  建物 628,726,344

　　　　　減価償却累計額 △ 412,497,624 216,228,720

　　　ハ  構築物 9,701,738,811

　　　　　減価償却累計額 △ 5,788,000,587 3,913,738,224

　　　ニ　機械及び装置 2,578,358,931

　　　　　減価償却累計額 △ 1,877,673,383 700,685,548

　　　ホ　車両及び運搬具 1,249,522

　　　　　減価償却累計額 △ 1,187,046 62,476

　　　ヘ　工具器具及び備品 7,893,712

　　　　　減価償却累計額 △ 5,627,800 2,265,912

　　　ト　建設仮勘定 28,360,728

　　　　有形固定資産合計 4,951,453,212

　（２）無形固定資産

　　　イ　電話加入権 165,026

　　　　無形固定資産合計 165,026

　　　　固定資産合計 4,951,618,238

　２　流動資産

　（１）現金預金 891,524,921

　（２）未収金

      イ　営業未収金 5,406,262

　　　　　貸倒引当金 △ 270,966 5,135,296

　（３）貯蔵品 470,575

　（４）前払費用 278,002

　（５）その他流動資産 1,300,000

　　　　流動資産合計 898,708,794

　３　繰延資産 0

　　　　資産合計 5,850,327,032

令 和 ４ 年 度　那 須 烏 山 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

資 　　産　　 の　　 部



　４　固定負債

　（１）企業債

1,317,556,224

　　　　企業債合計 1,317,556,224

　　　　固定負債合計 1,317,556,224

　５　流動負債

　（１）企業債

223,191,869

　　　　企業債合計 223,191,869

　（２）未払金

      イ　営業未払金 5,000,000

      ロ　営業外未払金 11,433,900 16,433,900

　（３）引当金

      イ　賞与引当金 4,591,000

　　　　引当金合計 4,591,000

　（４）その他流動負債 2,000,000

　　　　流動負債合計 246,216,769

　６　繰延収益

        長期前受金 2,218,573,766

　　　　長期前受金収益化累計額 △ 1,352,255,603

        繰延収益合計 866,318,163

　　　　負債合計 2,430,091,156

　７　資本金 2,760,130,585

　８　剰余金

　（１）資本剰余金

      イ　受贈財産評価額 171,600 171,600

　（２）利益剰余金

      イ　建設改良積立金 386,062,754

      ロ　当年度未処分利益剰余金 273,870,937

　　　　利益剰余金合計 659,933,691

　　　　剰余金合計 660,105,291

　　　　資本合計 3,420,235,876

　　　　負債資本合計 5,850,327,032

負　　 債　　 の　　 部

      イ　建設改良費等の財源に
　　　　　充てるための企業債

      イ　建設改良費等の財源に
　　　　　充てるための企業債

資 　　本　　 の　　 部



注 記 

Ⅰ．重要な会計方針 

  １ 資産の評価基準及び評価方法 

    たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    ・貯蔵品 先入先出法による原価法 

２ 固定資産の減価償却の方法（リース資産を除く。） 

   （1）有形固定資産 

    ・減価償却の方法   定額法による。 

    ・主な耐用年数 

     建物        ３８年 

     構築物       ２５年～６０年 

     機械及び装置    １０年～２０年 

     車両運搬具     ４年～５年 

     工具、器具及び備品 ５年 

  ３ 引当金の計上方法 

    (1)賞与引当金 

      職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

当年度の負担に属する額を計上している。（期末勤勉手当に係る法定福利費を含む。） 

    (2)貸倒引当金 

      債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、破産更

生債権等についてはその全額を、回収不能見込額として計上している。 

    (3)退職給付引当金 

      職員の退職手当の支給に備えるため、退職事務組合に加入し負担金として対応しており、

将来的に追加負担が見込まれないため計上しない。ただし、追加的に引当の必要が生じると

見込まれる場合には、状況に応じ積み立てることとする。 

  ４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定の 

ものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は 97,364,860 円である。（南那須

地区 26,777,583円、七合地区 40,423,879円、平野地区 1,566,829円、境地区 28,596,569円） 

 

 



２ リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準 

じた会計処理によっている。 

     

未経過リース料 

  ・上下水道料金システム     3,412,368円 

・公用車 

   車番 宇都宮 480 せ 1920   308,511円 

   車番 宇都宮 480 さ 2689   12,945円 

車番 宇都宮 480 た 1195 1,178,036円 

 

３ 賞与引当金の取崩し 

    令和４年度において、期末勤勉手当の支給及び共済費を支出するため、賞与引当金 4,253千円

を取り崩した。 

   

４ 貸倒引当金の取崩し 

    令和４年度において、不納欠損による損失のため、貸倒引当金 391千円を取り崩した。 

 

Ⅲ．その他の注記 

  新会計基準移行に係る経過措置 

  １ みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

    平成 26年 3月 31日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本 

剰余金として整理している額については、平成 26年 3月 31日以前に取得又は改良した資産 

で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除いたすべ 

ての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を 

対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。 


